
者がいる場合そのマイナ保険証

又は資格確認書

を826,500円（令和８年７月31日までは806,700円）で計算し、給与所得を有する場合その

金額から10万円を控除する）となる場合

※　令和６年12月２日以降は、「限度額適用・標準負担額減額認定証」及び「限度額適用認定証」

（以下、「限度額証」という。）を別に交付せず、資格確認書に自己負担限度額等の適用区分（以

下、「限度区分」という。）を記載するようになった。令和６年12月２日以前に限度額証が交付さ

れていた被保険者の資格確認書には限度区分が記載されている。

　新たに限度区分の記載を希望する場合には、「後期高齢者医療資格確認書交付兼任意記載事項

併記申請書」を提出することにより限度区分や特定疾病区分を記載することができる。

　なお、マイナ保険証の利用者は、限度区分の記載は不要となる。
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●医療費の上限額は、８月１日から変更になる予定

●食費は６月１日以降の金額

550円

270円

220円
270円

160円

130円
130円

510円

550円
430円
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⑴　保険料の額（令和８年度）

　保険料の額は、所得に応じて負担する所得割額（前年の所得に所得割率を掛けた額）と、被保

険者に等しく負担いただく均等割額との合計額となる。

　令和８年度から、子育てを社会全体で支えるため、子ども・子育て支援金制度が始まり、後期

高齢者医療制度においても、保険料と併せて子ども・子育て支援金を納める。

※保険料額は、100円未満の端数を切り捨てる。

※１人当たりの賦課限度額は85万円、子ども・子育て支援金の賦課限度額は２万１千円

〈所得が低い方は、保険料が世帯の所得によって軽減される〉

◇均等割額の軽減

１人当たりの

保　険　料

限度額は87万１千円

基礎賦課額

48,827円
子ども・子育て賦課額

1,339円

＝

所得割額

（所得－43 万円）

基礎賦課額

8.80％
子ども・子育て賦課額

0.25％

＋

均等割額

×

－ 14 － － 15 －

世帯内の被保険者と世帯主の前年の総所得金額等を合計し
た額

軽減割合（軽減後の均等割額）

基礎賦課額
子ども・子育て支援

納付金賦課額

43万円＋10万円×（給与所得者等の数※－１）以下の場合
7.2割軽減

（13,671円／年）
７割軽減

（401円／年）

43万円＋（31万円×世帯の被保険者数）
　　　＋10万円×（給与所得者等の数※－１）以下の場合

５割軽減
（24,413円／年）

５割軽減
（669円／年）

43万円＋（57万円×世帯の被保険者数）
　　　＋10万円×（給与所得者等の数※－１）以下の場合

２割軽減
（39,061円／年）

２割軽減
（1,071円／年）



の）・マイナ保険証又は資格確

認書

申請書・マイナ保険証又は資格確認書・領収書・本人名

義の通帳

●高額療養費の上限額は、８月１日から変更になる予定

　「後期高齢者医療資格確認書交

付兼任意記載事項併記申請書」を

提出することにより、自己負担限

度額等の適用区分と特定疾病区分

を資格確認書に併記することがで

きる。

　申請書・マイナ保険証又は資格

確認書

資格確認書のみで受診し

ている場合は、資格確認

書の交付を受けた後、早

めに医療機関へ提示す

る。
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　　申請書・マイナ保険証又は資格確認書・領収書・本人名

義の通帳

　マイナ保険証又は資格確認

書・事故証明書（交通事故にあ

ったら警察に届け出て、受領す

る。）

　申請書・マイナ保険証又は資格確認書・葬祭執行者名義の

通帳

　マイナ保険証又は資格確認書

を持たず受診し全額自己負担し

た場合

－ 18 － － 19 －



※令和８年８月診療分から入院分も

　対象

級に該当する者（ただし、５級は

所得税非課税世帯）

拠世帯に属する者の通院分〔ただ

し、18歳以下（18歳に達する日以

後の最初の３月31日までの間にあ

る者）は所得要件なし〕

Ｂ１、Ｂ２に該当する者（ただし、

Ｂ２は所得税非課税世帯）

もの（ただし、子ども・障害児

は保護者名義）
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